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一
月
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議
会
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お
い
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定
さ
れ
た
令
和
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年
度
山
梨
県
一
般
会
計
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各
特
別

会
計
歳
入
歳
出
決
算
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び
に
当
該
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算
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係
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査
委
員
の
意
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梨
県
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

二



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

三



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

四



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

五



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

六



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

七

3
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

八



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

九

4
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
災
害
救
助
基
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
〇



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
一

5
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
二

6
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
三

7
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
四

8
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
県
税
証
紙
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
五

9
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
集
中
管
理
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
六



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
七

10
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
八

11
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

一
九

12
　

令
和
2
年
度
山
梨
県
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

二
〇



山
梨
県
公
報
号
外

　
　
第
五
十
四
号

　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日
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一

13　
監
査
委
員
の
意
見

令
和
3年
9月
8日

　
　
山
梨
県
知
事
　
長
　
崎
　
幸
太
郎
　
殿

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
中
　
澤
　
和
　
樹
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二
二

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
小
　
泉
　
久
　
司
　
　

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
久
保
田
　
松
　
幸
　
　

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
早
　
川
　
　
　
浩
　
　

令
和
2年
度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
審
査
意
見
に
つ
い
て

　
地
方
自
治
法
第
233条

第
2項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
令
和
2年
度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
に
つ
い
て
審
査
し
た
結
果
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

令
和
2年
度
歳
入
歳
出
決
算
審
査
意
見
書

第
1　
審
　
査
　
の
　
対
　
象

　
令
和
2年
度
　
　
山

梨
県

一
般

会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
災
害
救
助
基
金
特
別
会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
県
税
証
紙
特
別
会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
集
中
管
理
特
別
会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計

　
令
和
2年
度
　
　
山
梨
県
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

第
2　
審
　
査
　
の
　
期
　
間

　
令
和
3年
8月
10日

か
ら
令
和
3年
9月
7日
ま
で

第
3　
審
　
査
　
の
　
手
　
続

　
審
査
に
当
た
っ
て
は
、

　
　
1　
決
算
の
計
数
は
、
附
属
書
類
、
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
等
と
符
合
し
正
確
で
あ
る
か
。

　
　
2　
予
算
の
執
行
は
、
議
決
の
趣
旨
に
沿
っ
て
適
正
か
つ
効
果
的
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。

　
　
3　
財
務
に
関
す
る
事
務
は
、
財
務
規
則
、
関
係
法
令
等
に
適
合
し
て
公
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か
。
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二
三

　
　
4　
財
産
の
取
得
、
管
理
及
び
処
分
は
、
適
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か
。

な
ど
の
諸
点
に
主
眼
を
お
き
、
決
算
報
告
書
、
附
属
書
類
、
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
等
を
精
査
照
合
す
る
と
と
も
に
、
関
係
職
員
か
ら
概
況
を
聴
取
し
、
併
せ
て
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
を

踏
ま
え
決
算
審
査
を
行
っ
た
。

第
4　
決
　
算
　
の
　
状
　
況

1
　
決
算
規
模

　
一
般
会
計
の
歳
入
額
は
5,930億

2,852万
6,069円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
27.5％

増
加
し
、
歳
出
額
は
5,762億

9,164万
2,427円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
26.0％

増
加
し
て
い
る
。

恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
ほ
か
9の
特
別
会
計
の
歳
入
額
は
3,375億

2,718万
7,319円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
11.9％

減
少
し
、
歳
出
額
は
3,230億

8,260万
902円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
13.1％

減
少
し

て
い
る
。

2
　
決
算
収
支

　
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
額
で
あ
る
形
式
収
支
は
167億

3,688万
3,642円

、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
は
107億

7,723万
1,907円

で
、
共
に
黒
字
と
な
っ
た
。

ま
た
、
実
質
収
支
か
ら
前
年
度
の
実
質
収
支
を
差
し
引
い
た
単
年
度
収
支
は
82億

5,510万
1,699円

の
黒
字
と
な
り
、
財
政
調
整
基
金
へ
の
積
立
417万

5,786円
を
加
算
し
た
実
質
単
年
度
収
支
も
、
82億

5,927万
7,485円

の
黒
字
と
な
っ
て
い
る
。

　
特
別
会
計
の
形
式
収
支
は
144億

4,458万
6,417円

、
実
質
収
支
は
141億

4,589万
8,469円

で
、
共
に
黒
字
と
な
り
、
単
年
度
収
支
及
び
実
質
単
年
度
収
支
も
、
36億
9,178万

9,734円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
る
。

第
5　
審
査
の
結
果
及
び
意
見

一
般
会
計
及
び
各
特
別
会
計
の
決
算
は
、
附
属
書
類
、
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
及
び
指
定
金
融
機
関
等
の
残
高
証
明
書
の
計
数
と
合
致
し
て
お
り
、
ま
た
、
予
算
の
執
行
、
財
務
に
関
す
る
事
務
及
び
財
産
の
管

理
は
、
概
ね
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

一
方
、
以
下
に
記
載
す
る
各
項
目
に
お
い
て
述
べ
る
よ
う
に
、
留
意
又
は
改
善
す
べ
き
事
項
が
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
こ
れ
ら
に
適
切
に
対
処
し
、
よ
り
一
層
、
効
率
的
、
効
果
的
な
財
政
運
営
を
心
が
け
、

県
民
福
祉
の
向
上
に
努
め
ら
れ
た
い
。

1
　
一
般
会
計
に
つ
い
て

　
（
1
）
歳
　
入

　
　
　
①
　
歳
入
決
算
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1,280億

4,146万
6,289円

（
27.5％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
は
主
に
、
繰
入
金
が
145億

1,264万
7,875円

、
地
方
譲
与
税
が
14億

5,230万
8,499円

、
県
税
が
13億

8,539万
6,178円

減
少
し
た
が
、
諸
収
入
が
818億

2,387万
1,214円

、
国
庫
支
出
金
が
494億

417万
1,064円

、
地
方
交
付
税
が
69億

2,366万
8,000円

増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
歳
入
状
況
を
自
主
財
源
と
依
存
財
源
で
み
る
と
、
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
は
、
自
主
財
源
が
43.9％

、
依
存
財
源
が
56.1％

と
な
っ
て
お
り
、
自
主
財
源
比
率
は
前
年
度
と
比
較
し
て
3.9ポ

イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

今
後
の
健
全
で
持
続
可
能
な
財
政
運
営
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
は
、
安
定
し
た
自
主
財
源
を
確
保
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
県
税
の
徴
収
率
向
上
に
向
け
た
対
策
を
着
実
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
産
業
の
振
興
に
よ
る
県
内
経
済
の
活
性
化
や
、
税
収
の
増
加
に
つ
な
が
る
施
策
を
積
極
的
に
推
進
す
る
な
ど
、
引

き
続
き
自
主
財
源
の
充
実
に
努
め
ら
れ
た
い
。
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②
　
県
債
発
行
額
は
、
一
般
補
助
事
業
債
が
4億
100万

円
増
加
し
た
が
、
単
独
事
業
債
が
5億
9,100万

円
、
臨
時
財
政
対
策
債
が
4億
1,260万

円
、
災
害
復
旧
事
業
債
が
3億
9,100万

円
減
少
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
9億
9,360万

円
減
少
し
て
い
る
。

令
和
2年
度
末
の
県
債
残
高
は
、
前
年
度
か
ら
12億

3,446万
6,517円

減
少
し
、
9,456億

7,424万
3,615円

と
な
っ
て
い
る
。

平
成
26年

度
以
降
県
債
残
高
は
減
少
傾
向
に
あ
る
が
、
多
額
の
県
債
残
高
は
、
後
年
度
の
財
政
負
担
に
な
り
、
財
政
の
硬
直
化
を
招
く
要
因
と
も
な
る
こ
と
か
ら
、
有
利
な
交
付
税
措
置
の
あ
る
県
債

の
活
用
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
県
民
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
把
握
し
、
今
後
の
行
政
需
要
に
応
じ
た
計
画
的
な
県
債
の
発
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
③
　
収
入
未
済
額
は
69億

1,169万
6,925円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
3億
965万

6,390円
（
4.7％

）
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
こ
れ
は
、
主
に
県
税
以
外
の
収
入
未
済
額
が
、
2億
1,526万

1,473円
減
少
し
た
も
の
の
、
県
税
の
収
入
未
済
額
が
、
5億
2,491万

7,863円
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
県
税
の
収
入
未
済
額
は
15億

3,522万
3,549円

で
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
個
人
県
民
税
6億
7,422万

6,387円
、
法
人
事
業
税
5億
4,920万

730円
な
ど
で
あ
る
。

ま
た
、
県
税
以
外
の
収
入
未
済
額
は
53億

7,647万
3,376円

で
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
公
正
入
札
違
約
金
等
の
違
約
金
及
び
延
納
利
息
35億

1,596万
7,889円

、
産
業
廃
棄
物
不
適
正
処
理
事
案
対
策
工

事
に
要
し
た
費
用
7億
4,569万

2,077円
、
県
営
住
宅
使
用
料
3億
4,106万

455円
、
産
業
廃
棄
物
処
理
に
係
る
行
政
代
執
行
費
用
1億
9,282万

3,322円
及
び
河
川
内
土
砂
撤
去
費
等
に
係
る
不
当
利
得
返
還

請
求
額
1億
5,591万

7,035円
で
あ
る
。

県
税
に
つ
い
て
は
、
収
入
未
済
の
縮
減
に
向
け
、
地
方
税
滞
納
整
理
推
進
機
構
に
よ
る
共
同
滞
納
整
理
な
ど
県
と
市
町
村
が
連
携
し
た
徴
収
対
策
等
に
よ
り
、
個
人
県
民
税
の
収
入
未
済
が
前
年
度
と

比
較
し
て
1億
2,634万

8,987円
減
少
し
た
一
方
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
と
し
て
実
施
さ
れ
た
徴
収
猶
予
の
特
例
適
用
に
よ
り
、
法
人
事
業
税
の
収
入
未
済
が
前
年
度
と
比
較
し
て
5億
771

万
3円
増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
後
は
猶
予
し
た
県
税
が
滞
納
繰
越
と
な
ら
な
い
よ
う
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

今
回
の
収
入
未
済
額
は
、
県
税
以
外
の
収
入
未
済
額
の
主
な
も
の
で
あ
る
公
正
入
札
違
約
金
を
除
い
た
場
合
に
も
前
年
度
と
比
較
し
て
3億
965万

6,390円
増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
新
た
な
未
収

金
の
発
生
の
防
止
は
も
と
よ
り
、
債
権
回
収
の
対
策
を
進
め
る
な
ど
、
法
令
や
山
梨
県
滞
納
債
権
処
理
方
針
等
に
基
づ
き
、
収
入
未
済
の
解
消
に
な
お
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

　
（
2
）
歳
　
出

　
　
　
①
　
歳
出
決
算
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1,190億

2,392万
8,609円

（
26.0％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
は
主
に
、
教
育
費
が
58億

7,535万
1,047円

、
公
債
費
が
16億

9,361万
8,236円

、
災
害
復
旧
費
が
3億
5,829万

2,126円
減
少
し
た
も
の
の
、
商
工
費
が
763億

4,117万
8,561円

、
衛
生
費
が
137億

9,435万
4,583円

、
民
生
費
が
98億

6,075万
1,354円

増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
性
質
別
決
算
状
況
を
み
る
と
、
行
政
経
費
は
2,776億

3,464万
6,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
438億

7,599万
1,000円

（
18.8％

）
増
加
し
た
。

　
　
　
こ
れ
は
主
に
、
維
持
補
修
費
が
減
少
し
た
も
の
の
、
補
助
費
等
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
構
成
比
は
48.2％

と
前
年
度
よ
り
2.9ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
投
資
的
経
費
は
1,187億

4,411万
3,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
69億

2,954万
7,000円

（
6.2％

）
増
加
し
た
。

　
　
　
こ
れ
は
、
普
通
建
設
事
業
費
の
う
ち
補
助
事
業
費
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
構
成
比
は
20.6％

と
前
年
度
よ
り
3.9ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
公
債
費
は
743億

3,100万
5,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
16億

8,751万
7,000円

（
2.2％

）
減
少
し
、
構
成
比
は
12.9％

と
前
年
度
よ
り
3.7ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
こ
れ
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
等
を
除
く
通
常
の
県
債
等
残
高
の
削
減
を
行
っ
て
き
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
貸
付
金
は
984億

1,821万
1,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
811億

4,020万
3,000円

（
469.6％

）
増
加
し
、
構
成
比
は
17.1％

と
前
年
度
よ
り
13.3ポ

イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
こ
れ
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
と
し
て
融
資
枠
を
拡
大
し
た
商
工
業
振
興
資
金
に
係
る
貸
付
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
こ
こ
数
年
、
人
件
費
や
公
債
費
な
ど
の
義
務
的
経
費
は
減
少
傾
向
に
あ
り
、
今
度
も
適
切
な
管
理
に
努
め
、
財
政
の
硬
直
化
の
抑
制
を
図
ら
れ
た
い
。

　
　
　
②
　
翌
年
度
繰
越
額
は
203事

業
、
646億

9,675万
4,671円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
71事

業
増
加
し
て
お
り
、
繰
越
額
は
60億

6,537万
9,415円

（
10.3％

）
増
加
し
て
い
る
。

こ
れ
は
主
に
、
商
工
諸
費
（
山
梨
県
営
業
時
間
短
縮
要
請
協
力
金
支
給
事
業
費
）
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
運
用
管
理
費
、
や
ま
な
し
グ
リ
ー
ン
・
ゾ
ー
ン
構
想
推
進
事
業
費
、
新
し
い
生
活
様
式
推
進
設
備

改
修
等
支
援
事
業
費
が
皆
増
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
内
訳
は
、
継
続
費
逓
次
繰
越
2事
業
、
4億
3,119万

6,709円
、
繰
越
明
許
費
174事

業
、
634億

1,894万
3,578円

、
事
故
繰
越
27事

業
、
8億
4,661万

4,384円
で
あ
る
。
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今
後
と
も
、
計
画
的
な
執
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
繰
越
に
係
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
事
業
効
果
の
早
期
発
現
が
図
ら
れ
る
よ
う
迅
速
か
つ
効
率
的
に
実
施
さ
れ
た
い
。

③
　
不
用
額
は
841億

1,927万
158円

で
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
商
工
費
が
631億

9,640万
2,695円

、
民
生
費
が
71億

8,219万
7,284円

、
衛
生
費
が
56億

1,045万
6,488円

で
あ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て

676億
548万

284円
（
409.4％

）
増
加
し
て
い
る
。

不
用
額
に
つ
い
て
は
、
商
工
費
（
資
金
対
策
費
）
に
お
い
て
、
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
関
係
融
資
」
制
度
を
創
設
す
る
な
ど
、
中
小
企
業
・
小
規
模
企
業
の
資
金
需
要
に
十
分
対
応
可

能
な
予
算
を
計
上
し
た
が
、
融
資
実
績
が
見
込
額
を
下
回
っ
た
こ
と
な
ど
が
要
因
で
あ
る
。
今
後
と
も
、
事
業
の
計
画
的
な
執
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
事
業
の
進
捗
状
況
を
的
確
に
把
握
し
、
適
切
な

予
算
計
上
に
努
め
る
な
ど
、
引
き
続
き
、
財
源
の
有
効
活
用
に
留
意
さ
れ
た
い
。

2
　
特
別
会
計
に
つ
い
て

①
　
特
別
会
計
に
お
け
る
歳
入
総
額
は
、
3,375億

2,718万
7,319円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
456億

7,598万
5,709円

（
11.9％

）
の
減
と
な
っ
て
お
り
、
歳
出
総
額
は
、
3,230億

8,260万
902円

で
、
前
年

度
と
比
較
し
て
488億

9,250万
6,646円

（
13.1％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
令
和
元
年
度
末
に
廃
止
さ
れ
た
商
工
業
振
興
資
金
特
別
会
計
及
び
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計
を
除
い
て
比
較
す
る

と
、
歳
入
総
額
は
197億

2,038万
2,579円

（
5.5％

）
の
減
と
な
っ
て
お
り
、
歳
出
総
額
は
235億

3,708万
4,921円

（
6.8％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
②
　
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総
額
を
差
し
引
い
た
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
144億

4,458万
6,417円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
32億

1,652万
937円

（
28.6％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
③
　
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
2億
9,868万

7,948円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
、
141億

4,589万
8,469円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
36億

9,178万
9,734円

（
35.3％

）
増
加
し
て
い
る
。

④
　
収
入
未
済
額
の
総
額
は
、
2億
2,514万

3,798円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
2,008万

806円
（
8.2％

）
減
少
し
て
い
る
。
こ
れ
は
主
と
し
て
、
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
及
び
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金

特
別
会
計
の
収
入
未
済
額
が
1,402万

5,806円
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

今
後
と
も
、
法
令
や
山
梨
県
滞
納
債
権
処
理
方
針
等
に
基
づ
き
、
収
入
未
済
額
の
解
消
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
滞
納
初
期
に
お
い
て
き
め
細
か
な
状
況
把
握
や
交
渉
を
行
う
な
ど
、
新
た
な
未
収
金

の
発
生
防
止
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
⑤
　
各
会
計
の
実
質
収
支
額
の
総
額
は
141億

4,589万
8,469円

と
、
前
年
度
と
比
較
し
て
36億

9,178万
9,734円

増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
特
別
会
計
内
に
留
保
し
て
い
る
資
金
（
実
質
収
支
額
）
に
つ
い
て
は
、
特
別
会
計
の
設
置
目
的
に
即
し
、
財
源
の
有
効
活
用
を
図
り
、
予
算
管
理
と
執
行
に
留
意
さ
れ
た
い
。

3
　
財
産
に
つ
い
て

①
　
普
通
財
産
に
係
る
未
利
用
地
に
つ
い
て
は
、
令
和
2年
度
に
、
4件
、
1万
8,546.39㎡

を
有
効
活
用
す
る
一
方
、
用
途
廃
止
等
に
よ
り
新
た
に
6件
、
1万
5,974.82㎡

が
未
利
用
地
と
な
っ
た
た
め
、
24

件
、
6万
7,180.10㎡

が
残
さ
れ
て
い
る
。

　
　
　
未
利
用
地
に
つ
い
て
は
、
令
和
3年
4月
に
資
産
活
用
課
と
し
て
組
織
再
編
し
利
活
用
等
が
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
今
後
も
引
き
続
き
有
効
利
用
の
推
進
に
努
力
さ
れ
た
い
。

②
　
公
共
事
業
に
伴
う
取
得
用
地
に
つ
い
て
は
、
当
該
年
度
未
登
記
筆
数
が
157筆

と
、
前
年
度
末
の
298筆

に
比
べ
て
141筆

減
少
し
て
い
る
が
、
年
度
末
の
登
記
申
請
事
務
が
年
度
内
に
完
了
し
な
か
っ

た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
、
順
次
登
記
の
手
続
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
過
年
度
未
登
記
筆
数
は
令
和
2年
度
末
累
計
で
2,159筆

と
、
前
年
度
末
の
2,231筆

に
比
べ
て
72筆

減
少
し
て
い
る
。

取
得
用
地
の
登
記
に
つ
い
て
は
、
「
過
年
度
未
登
記
処
理
方
針
」
に
基
づ
き
未
登
記
の
解
消
に
努
め
て
お
り
、
こ
こ
数
年
で
着
実
に
減
少
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
依
然
と
し
て
多
く
の
未
登
記

筆
が
残
さ
れ
て
い
る
。
県
有
財
産
の
適
正
管
理
の
観
点
か
ら
、
未
登
記
の
解
消
に
向
け
努
力
さ
れ
た
い
。

③
　
財
産
に
つ
い
て
は
、
公
有
財
産
事
務
取
扱
規
則
に
よ
り
、
購
入
（
取
得
）
、
処
分
、
貸
付
、
行
政
財
産
の
使
用
許
可
及
び
財
産
の
借
受
に
当
た
っ
て
は
、
直
ち
に
移
動
報
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
が
、
昨
年
度
に
実
施
し
た
監
査
に
お
い
て
は
、
公
有
財
産
台
帳
又
は
借
受
財
産
台
帳
に
正
し
く
登
録
さ
れ
て
い
な
い
事
例
が
2件
あ
っ
た
。

　
　
　
財
産
の
的
確
な
把
握
は
、
財
産
管
理
の
基
本
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
適
切
な
事
務
の
執
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

4
　
今
後
の
行
財
政
運
営

　
　
　
令
和
2年
度
決
算
に
お
け
る
本
県
の
財
政
状
況
は
、
一
般
会
計
に
お
い
て
実
質
収
支
額
は
107億

7,723万
1,907円

、
実
質
単
年
度
収
支
額
は
82億

5,927万
7,485円

と
共
に
黒
字
と
な
っ
た
。
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し
か
し
、
財
政
の
中
期
見
通
し
に
よ
る
と
、
高
齢
化
の
進
展
に
伴
う
介
護
保
険
関
係
経
費
、
高
齢
者
医
療
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
社
会
保
障
関
係
費
は
今
後
も
増
加
し
て
い
く
見
通
し
と
な
っ
て
お

り
、
毎
年
度
予
算
編
成
に
当
た
り
財
源
不
足
が
生
じ
る
こ
と
か
ら
、
主
要
基
金
を
取
り
崩
さ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
　
ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
が
続
く
中
、
令
和
2年
度
決
算
で
は
実
質
県
税
収
入
が
減
少
と
な
り
、
今
後
も
厳
し
い
状
況
が
続
く
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
限
り
あ
る
財
源
、
人
的
資
源
を
最
大
限
に
活
用
し
、
経
済
性
、
効
率
性
、
有
効
性
等
の
観
点
か
ら
の
既
存
事
業
の
見
直
し
に
よ
る
歳
出
の
抑
制
は
も
と
よ
り
、
新
た
な
歳
入
源

の
確
保
を
徹
底
し
、
官
民
協
働
に
よ
り
行
政
課
題
に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
令
和
3年
7月
に
改
定
と
な
っ
た
山
梨
県
総
合
計
画
に
掲
げ
る
「
県
民
一
人
ひ
と
り
が
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
や
ま
な
し
」
の
実
現
に
向
け
て
、
産
業
の
振
興
に
よ
る
県
内
経
済
の
活
性

化
、
次
代
を
担
う
人
材
の
育
成
・
確
保
、
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
す
た
め
の
保
健
・
医
療
・
福
祉
の
充
実
な
ど
、
各
般
の
施
策
展
開
を
着
実
に
実
施
さ
れ
た
い
。

ま
た
、
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
・
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
を
見
据
え
、
社
会
全
体
で
の
感
染
防
止
対
策
の
実
施
や
必
要
な
医
療
の
提
供
な
ど
の
取
り
組
み
を
進
め
る
と
と
も
に
、
的
確
か
つ
丁
寧
な
情
報
提
供
を

通
し
た
感
染
症
へ
の
理
解
を
促
進
す
る
こ
と
で
、
誰
も
が
安
全
で
安
心
な
生
活
と
経
済
活
動
を
両
立
で
き
る
「
感
染
症
に
対
し
て
強
靭
な
社
会
」
の
実
現
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
　
更
に
、
今
後
の
健
全
で
持
続
可
能
な
財
政
運
営
に
向
け
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
も
十
分
に
留
意
さ
れ
た
い
。

①
　
財
政
調
整
基
金
、
県
債
管
理
基
金
及
び
公
共
施
設
整
備
等
基
金
の
令
和
2年
度
出
納
整
理
期
間
後
の
残
高
合
計
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
9億
6,185万

514円
（
1.2％

）
減
少
し
、
800億

5,891万
936円

と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
平
成
29年

度
末
の
残
高
合
計
で
あ
る
884億

2,071万
9,199円

と
比
較
す
る
と
83億

6,180万
8,263円

（
9.5％

）
減
少
し
て
い
る
。
健
全
で
安
定
し
た
財
政
運
営
を
図
る
た
め
、

基
金
の
設
置
目
的
や
財
政
状
況
に
応
じ
た
的
確
な
活
用
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
ま
た
、
景
気
の
動
向
や
金
融
政
策
な
ど
を
注
視
し
、
安
全
性
と
流
動
性
を
確
保
し
た
上
で
基
金
や
歳
計
現
金
の
柔
軟
か
つ
効
率
的
な
運
用
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

②
　
財
政
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率
は
、
前
年
度
に
比
べ
1.6ポ

イ
ン
ト
低
下
（
改
善
）
し
、
平
成
28年

度
か
ら
減
少
傾
向
で
あ
る
が
、
義
務
的
経
費
の
抑
制
に
引
き
続
き
努
め
る
と
と
も
に
、
県

税
等
一
般
財
源
の
確
実
な
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

③
　
国
補
制
度
や
有
利
な
交
付
税
措
置
の
あ
る
県
債
を
積
極
的
に
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
県
負
担
を
抑
え
な
が
ら
事
業
費
を
確
保
し
、
激
甚
化
、
頻
発
化
す
る
自
然
災
害
か
ら
県
民
を
守
る
た
め
の
防

災
・
減
災
対
策
に
着
実
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

④
　
土
地
を
含
め
た
様
々
な
県
有
資
産
に
つ
い
て
、
県
民
生
活
の
向
上
に
つ
な
が
る
よ
う
、
高
度
運
用
や
資
産
価
値
向
上
に
取
り
組
む
な
ど
、
そ
の
有
効
活
用
を
図
ら
れ
た
い
。

⑤
　
最
新
の
IC
T
を
最
大
限
に
活
用
し
、
行
政
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
等
、
業
務
の
効
率
化
を
進
め
る
と
と
も
に
、
新
た
な
課
題
に
柔
軟
に
対
応
す
る
た
め
の
人
材
育
成
・
組
織
体
制
づ
く
り
を
行
う
な

ど
、
積
極
的
な
行
財
政
改
革
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

山
梨
県
告
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三
百
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令
和
三
年
十
一
月
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例
県
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い
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認
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さ
れ
た
令
和
二
年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
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決
算

及
び
当
該
決
算
に
係
る
監
査
委
員
の
意
見
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
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